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はじめに
「ポストコロナ」が「ウィズコロナ」と言われるよう

になり、新型コロナウィルス（COVID-19）のパンデ
ミックは収束が見えない状況が続いています。世界
経済の中心のひとつであるアメリカは未だ感染拡大
の渦中であり、最近まで１日の新規感染確認者数が
連日記録を更新していました。世界的にみても、新
規感染確認者数、死亡者数ともに毎日増え続けてい
ます。（WHO、７月27日時点）

ロックダウンや経済活動の制限を経験した国々で
は、徐々に経済活動が再開されるも第２波の気配も
感じられ、以前の経済レベルに戻れる見通しが立た
ない状況です。

OECCの「ポストコロナ勉強会」が始動した４月
末は、世界の主要国ではロックダウンの最中でし
たし、日本も緊急事態宣言が出ていましたので、
COVID-19感染拡大による影響を調査するとき、ま
ず経済影響に着目したのは自然なことでした。当時
すでに、国際通貨基金（IMF）や国際エネルギー機関

（IEA）といった権威ある国際機関が、景気後退によ
る危機的な見通しを次々と公表し、政府に対して
とるべき施策を誤らないよう注意喚起していまし
た。しかしこうした警鐘がありながらも、経済見通
しはその後更に下方修正されることになりました。
COVID-19感染拡大による影響は、これまで経験し
たことのない規模の世界的な広がり、グローバル化
を遂げた貨幣経済やサプライチェーン、未知のウィ

ルスといった様々な要因により、この原稿を書いて
いる時点でも予断を許さないものになっています。

１．動きの速い国際コミュニティ
４月から６月上旬までの期間、まず経済・エネル

ギー予測に着目したことは先に述べたとおりです。
また、この勉強会では分野横断的にテーマに関連す
る研究機関や先進的な取組を行っているグループが
公表している資料から、様々なグループがどのよう
に影響を予測しているのか調べました（表１）。これ
らの機関やグループでは、いち早く警鐘を鳴らした
り、ポジションペーパーを公表して自らの立場を表
明したりするなど、活発な動きが見られました。

この他、様々な国連機関も調査しましたが、以下
の記載では割愛します。

２．未経験の経済危機
【貧困撲滅は10年後退】
COVID-19のパンデミックによる途上国の貧困層

への影響が懸念されます。国連大学世界開発経済研
究所（UNU-WIDER）は貧困層人口の増加を予測し、
４月に公表されたWIDER Working Paper 2020/43
に次のように記しています。

　�COVID-19のパンデミックにより、2018年時
点で貧困レベルにあった人口（表２中青字で
示す）は、新たに約５億人増加する（表２中赤
字で示す）。この約５億人という人口は世界
の約８％に相当する。

　�このようなCOVID-19の影響により、これまでの
貧困削減効果は10年後退することになる。

新型コロナウィルス感染拡大による影響予測

（一社）海外環境協力センター　業務部次長・主席研究員　林　やよい

【経済・エネルギーへの影響予測】
　世界銀行
　国際通貨基金（IMF）
　経済協力開発機構（OECD）
　アジア開発銀行（ADB）
　国際エネルギー機関（IEA）
【関連する研究機関や先進的な取組を行っているグループ】
　国連大学（UNU）
　国際応用システム分析研究所（IIASA）
　地球環境戦略研究機関（IGES）
　国際再生可能エネルギー機関（IRENA）
　「インベスター・アジェンダ」等の金融投資系イニシアティブ
　「世界経済フォーラム」等の経済人イニシアティブ

表１　「ポストコロナ勉強会」の調査対象

表２　COVID-19のパンデミックに伴う経済活動（消費）縮小に
より増加する貧困層人口予測（対2018年比）

出所：WIDER Working Paper 2020/43
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その後６月に公表された報告書『Precarity and 
the Pandemic: COVID-19 and Poverty Incidence, 
Intensity and Severity in Developing Countries （不
安定な人々を襲うパンデミック：COVID-19と開発
途上国における貧困の発生率、強度、深刻度）』では、
最貧国ばかりでなく、近年経済成長を遂げ中所得レ
ベルとなった国々において経済的損失が大きく、社
会のセーフティネットが支えきれず再び貧困レベル
に陥ってしまう人口が相当規模予想されることに危
機意識を持っています。

【世界恐慌以来、最悪の景気後退】
経済封鎖（ロックダウン）がヨーロッパなどで始

まった３月以降は、リーマンショックを上回る経済
危機になりそうだと、多くの専門家が唱えるように
なりました。当初は、パンデミックがいつ収まるの
か誰にも予測できませんでしたが、2020年前半で感
染封じ込めは一段落し、７月からは人々の経済活動
が再開されるシナリオを基本シナリオにして経済見
通しが予測されていました。いくつかの重要な経済
見通しが2020年３月までの実績を踏まえて４月に公
表されましたが、欧米で感染爆発が同時進行してい
ました。この勉強会が始まったのもこのさなかで、
４月に公表されたレポートを読み合わせましたが、
６月には早くも下方修正されました（表３）。８月に
入っても感染拡大は一向に収まらない状況を見る
と、この後もさらに悪い方向へ修正される可能性が
あるのかもしれません。

OECCの勉強会で取り上げた主な経済見通しは、
世界銀行、IMF、OECD、ADBによる以下のレポー
トです。
【IMF】「世界経済見通し（WEO）」
2020年４月公表『WEO：大いなるロックダウン』
�2020年６月公表『WEO：比類なきクライシス、不確かな回復』

【世界銀行】「世界経済見通し（GEP）」
2020年６月公表『GEP 2020年６月版』

【OECD】「経済見通し（OECD Economic Outlook）」
�2020年 ６ 月 公 表『OECD ECONOMIC OUTLOOK Volume

2020 Issue 1』
【ADB】「Asian Development Outlook (ADO)」
�2020年４月公表『ADO：アジアにおけるイノベーションの

推進』（仮訳）
�2020年６月公表『ADO追補：ロックダウン、解除、アジア

の成長見通し』（仮訳）

原典は文末に記しました。

世界経済の見通し
これらの経済見通しに共通しているのは、今後の

展開シナリオを主に２パターン設定していること
です。即ち、2020年前半に感染拡大が収束するシナ
リオと、再び感染が拡大するシナリオを基に2020年
と2021年の経済成長試算を示していることが共通し
ています。そして、経済回復が４月ごろの見通し以
上に緩慢で、2021年になっても経済への爪痕が深く
残る、という見通しも共通しています。最も悲観的
なIMFの見通しでは、感染が再拡大するシナリオに
おいては、2021年になっても成長率はゼロ％、言い
換えれば、2020年と同規模程度の経済活動に留まる、
と警告しています。

経済見通し
公表機関

感染が収束する
シナリオ（注１）

感染が再拡大する
シナリオ（注２）

2020年 2021年 2020年 2021年
IMF ▲4.9% 5.4% ▲4.9% 0.5%
世銀 ▲5.2% 4.2% ▲8.0% 1.0%
OECD ▲6.0% 5.2% ▲7.6% 2.8%

表４　IMF、世銀、OECDによる世界経済の予測
（実質GDP成長率、対前年比）

（日本経済新聞「感染第２波なら21年ゼロ成長　IMF世界経済予測」
を参考に筆者作成）

（注１） 感染が収束するシナリオでは、2020年６月までにCOVID-19
パンデミックは収束し、７月からは経済が回復に向かうと
仮定。

（注２） 感染再拡大のシナリオでは、IMFでは2021年初めに第２波が
発生、世銀とOECDは2020年中に感染が再拡大すると仮定。

また、いずれの経済見通しでも、もっと悪いシナ
リオに陥る可能性は十分にありうるとし、各国政府
に対してCOVID-19感染抑制策と同時に経済支援・
経済刺激策、また国際協力に尽力することの重要性
を切実に訴えています。

実績 2020年６月
予測（注１）

2020年４月
見通しからの

修正
2019 2020 2021 2020 2021

世界 2.9 ▲4.9 5.4 ⇩1.9 ⇩0.4
先進国 1.7 ▲8.0 4.8 ⇩1.9 　0.3
うち 日本 0.7 ▲5.8 2.4 ⇩0.6 ⇩0.6
アジア新興国 5.5 ▲0.8 7.4 ⇩1.8 ⇩1.1
うち 中国 6.1 　1.0 8.2 ⇩0.2 ⇩1.0

ASEAN-5
（注２）

4.9 ▲2.0 6.2 ⇩1.4 ⇩1.6

中南米 0.1 ▲9.4 3.7 ⇩4.2 　0.3
サハラ以南アフリカ 3.1 ▲3.2 3.4 ⇩1.6 ⇩0.7

表３　IMFによる世界経済の予測（実質GDP成長率％、対前年比）

（注１） COVID-19パンデミックは2020年６月までに収束し、７月
からは経済が回復に向かうと仮定。

（注２）インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイ、ベトナム
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アジア地域の経済見通し
COVID-19のパンデミックにより、日本や欧米は

世界全体に比べても特に大きな衝撃を受けると予想
されました。もともと経済成長が鈍化していること
に加え、産業構造にしめるサービス業の割合が高い
ため、ロックダウンに伴う消費縮小の影響が相対的
に大きくなると見られています。その一方で、中国、
インド及びASEAN-5に代表されるアジア新興国は、
それまでの力強い経済成長軌道を取り戻すのに比較
的短い時間で済むと考えられているようです。

感染が収束する
シナリオ（注１）

感染が再拡大する
シナリオ（注２）

2020年 2021年 2020年 2021年
先進国 ▲8.0% 4.8% 感染収束

シナリオ
と同じ

1%以下

アジア新興国
（中国、インド、
ASEAN-5）

▲0.8% 7.4% （同上） 2 ～ 3%

表５　IMFによる世界経済の予測（実質GDP成長率、対前年比）

（注１） 感 染 が 収 束 す る シ ナ リ オ で は、2020年 ６ 月 ま で に
COVID-19パンデミックは収束し、７月からは経済が回復
に向かうと仮定。

（注２） 感染再拡大のシナリオでは、IMFでは2021年初めに第２波が
発生、世銀とOECDは2020年中に感染が再拡大すると仮定。

図１　IMFによる四半期の経済見通し
（100＝2019年第１四半期の実質GDP）

黒線：世界、青線：先進国、赤線：新興国（中国以外）、黄線：中国

ADBは、アジアの途上国における2020年の成長
率について、辛うじてマイナス転落には踏みとどま
ると予測しました（0.1%）。これは1961年以来の低成
長です。また、2021年には6.2%程度まで回復するも
のの、これは2020年の低成長に対する伸びに過ぎな
いとしています。さらにADBの見通しはIMFと異
なり、経済の回復軌道は下降と上昇をV字に辿るの

ではなく、感染防止のためのソーシャルディスタン
シングや人々の移動制限策、消費控え等が経済回復
を鈍らせることにより、おぼつかない足取りになる
と予測しています。

感染が収束するシナリオ
2020年 2021年

主要先進国
（日本、米国、EU）

▲5.8% 4.1%

アジア新興国 0.1% 6.2%

表６　ADBによる世界経済の予測（実質GDP成長率、対前年比）

（注） 感染再拡大のシナリオは、2021年初めに第2波が発生すると
仮定。

３．ロックダウンとエネルギー消費、CO2排出の
関係
ロックダウンでCO2排出はどの程度削減されたの

でしょうか。IEAは2020年４月、『世界エネルギー報
告書2020：COVID-19危機による世界エネルギー需
要とCO2排出への影響』を公表しました。2020年４
月中旬までの統計データによると、ロックダウンを
敷いている国のエネルギー需要は一週間あたり平均
で25%の減少、部分的なロックダウンの国は18%の
減少を示していることがわかりました。2020年１月
から３月を通じてでは、前年同時期と比較して3.8%
のエネルギー需要減少となりました。

また、エネルギー別の影響は次のとおりです。
　�石炭消費量が最大の下落：約▲8%  

（注）2019 ～ 2020年の北半球が暖冬だったこ
とによる影響も含まれる

　�石油消費量もかなりの下落：約▲5%  
-特に交通航空部門の燃料使用が減少した

　�天然ガス消費量もやや減少：約▲2.3%  
- 天然ガスを使用する部門でのCOVID-19の影
響が少なかった

　�再生可能エネルギーは唯一増加  
-発電規模の増加と優先的配電策が功を奏した

　�原子力発電も減少：約▲3%  
- 電力需要全体が大きく影響：約▲20%。ロッ
クダウン中の電力消費は、まるで毎日が日曜
日の様相を呈した。

次にIEAは、移動や社会経済的活動の制限が数か
月続けられた場合の年間エネルギー変化を予測しま
した。経済回復はゆっくり進むと仮定しました。そ
の結果、エネルギー需要は６％の下落となり、過去
70年で最大の下落率、絶対値としては史上最大とな
りました。2008年リーマンショックの影響と比べる
と７倍以上にのぼると試算されました。
　�石炭：▲8%/年。電力需要がほぼ▲5%/年と

なるため。ただし中国での産業用及び発電用石
炭消費量が回復した場合、効果は帳消しになる
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　�石油：▲9%/年。2012年の石油消費レベルま
で改善する

　�天然ガス：2020年第１四半期の減少幅よりさ
らに減少するだろう

　�再生可能エネルギー：発電設備の安価な運転
コスト及び配電権の優遇措置により需要の拡
大が予想される

　�原子力発電：全体的な電力需要の減少にとも
ない、原子力発電需要も減少するだろう

世界のCO2排出削減量は▲8%、あるいは2.6ギガ
トン（Gt）の排出削減、即ち10年前の排出レベルへの
改善が予測されました。と同時に、「経済危機の後の
回復期にはエネルギー消費のリバウンドが見られる
ことがある」とし、「政府等による経済刺激策は持続
可能なエネルギーインフラに投資すべき」としています。

最大2.6Gtの減少
内訳は

石炭　-1.1 Gt
石油　-1   Gt
ガス　-0.4 Gt

最大は米国での減少、
次に中国と欧州の占める割合が大きい

図２　IEAによるエネルギー起源CO2の年間排出量の推移
（1900 ～ 2020年）

まとめ
この原稿を執筆している間にも、東京の１日の新

規感染確認者数が300を超えるなど、経済活動の再
開によるとみられるリバウンドが起きているようで
す。これからの見通しもままならないなか、この勉
強会のおかげで大きな流れのキャッチアップをする
ことができ、不透明な世界情勢でも慌てず情報を受
け止めることができるようになったと思います。こ
こでは触れることができませんでしたが、急なICT
需要で大きく成長した分野もあるように、今後はコ
ロナ禍をチャンスに成長する産業も出てくることと
思います。国際環境開発協力に関しても、新しい形
を追い求めてみたいと思います。
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